
Ⅰ 高市政権への期待・注目する政策
 高市政権に期待している企業は全体の９割を超え、強い期待と関⼼が⾒受けられた。
 注目する政策として最も多かったのは「未来に向けた投資の拡大」で約６割となり、将来を⾒据えた成⻑戦
略に期待する企業が多いことがうかがえる。

Ⅱ 重点投資方針について
 重点投資を推進する17の戦略分野について、理解している企業は７割を超え、⼀定程度浸透していること
がうかがえる。17の戦略分野のうち、「AI・半導体」分野への期待が突出して高い結果となった。

Ⅲ ⾦融政策の影響
 利上げの影響について、大きな影響を想定する企業は３割弱にとどまった。

Ⅳ 今後の期待
 高市政権に期待する政策領域について、「労働市場改革」や「外交政策」をあげる企業が多く、雇用環境の
改善とともに、国際的な地位や⽴場への関⼼が寄せられている。

中部経済同友会 1000人の声プロジェクト
「高市政権への期待とその影響」に関するアンケート

実施期間︓2026年2月18⽇〜 2月24⽇
回答数 ︓128件/1,116件（回答率︓11.5％）

結果の概要

業種 従業員数

年間売上規模



58.6%
54.7%
53.9%

51.6%
48.4%

39.8%
26.6%

23.4%
22.7%
21.9%
20.3%

14.1%

0% 30% 60%

未来に向けた投資の拡大（先端科学技術、成⻑投資拡大に向けた環境整備）
エネルギー・資源安全保障の強化（原⼦⼒、省エネ、資源開発、GX）

経済安全保障の強化（官⺠連携投資、重要物資のサプライチェーン強化）
賃上げ環境の整備（中小企業への支援、価格転嫁対策）

外交・安全保障環境への対応
防災・減災・国⼟強靭化（復旧・復興、令和の国⼟強靭化）

エネルギーコスト等の負担軽減（冬季の電気・ガス代支援、暫定税率廃⽌）
米国関税措置への対応

地方の暮らしの安定と活⼒向上（地域の基幹産業の支援・活性化）
⾷料安全保障の確⽴（農林⽔産業の構造転換、輸出拡大）

消費税減税の推進
地域の実情に応じた物価高の影響の緩和（重点支援地方交付⾦の拡充）

非常に期待している
44.5%

ある程度期待している
46.1%

どちらともいえない
5.5%

あまり期待していない
1.6%

まったく期待していない
2.3%

0% 25% 50% 75% 100%

n=128

Ⅰ 高市政権への期待・注目する政策

Q.高市政権に対し、貴社はどの程度期待していますか︖（単⼀回答）

 高市政権に対する期待度について、「非常に期待している」（44.5％）、「ある程度期待している」（46.1％）を合
わせて9割に達し、高市政権に対する強い期待と関⼼が示された。否定的な回答はごく少数にとどまっている。

Q.高市政権が掲げる経済対策の中で、貴社が注目する政策は何ですか︖（複数回答）

業種別のクロス集計

 特に⾦融・保険やコンサルティング業で期待度が大きく、経済政策に対する期待がうかがえる。

 注目する政策として最も多かったのは「未来に向けた投資の拡大」（58.6％）で、次いで「エネルギー・資源安全保
障の強化（54.7％）、「経済安全保障の強化」（53.9％）が続いた。

期待している 90.6%

48.9%

42.9%

31.3%

39.1%

72.7%

66.7%

37.5%

42.2%

57.1%

62.5%

75.0%

47.8%

18.2%

33.3%

50.0%

6.7%

8.7%

9.1%

6.3%

6.3%

4.3%

2.2%

25.0%

6.3%

0% 25% 50% 75% 100%

製造業（n=45）

IT・ソフトウェア（n=7）

サービス業（n=16）

小売・流通（n=4）

建設・不動産（n=23）

⾦融・保険（n=11）

コンサルティング（n=6）

その他（n=16）

非常に期待している ある程度期待している どちらともいえない あまり期待していない 全く期待していない

n=128



Ⅰ 高市政権への期待・注目する政策

 世界情勢の不確実性が急速に高まっている為、安全保障関連の⽇本の⾃⽴が必要と考えます。（その他、
1000名以上）

 国内の経済情勢を安定的に発展させるためにも、外交・安全保障環境への対応は必須であり、高市政権
での揺るがない方針に基づく⼀環した対応を期待する。また、地球温暖化の影響・南海トラフ地震等大規
模災害の危険性は年々高まっていると考えられ、それに対する防災・減災・国土強靭化の取組みの歩みを
加速することを期待する。（建設・不動産、300〜999名）

 当社の場合、海外売上⽐率が70％を超え、関税や為替の影響が大きく海外との関係安定化が重要と考
えている。⼀方残り30％は日本国内に依存しており、消費税減税による内需拡大、2年後の課税再開時
の需要減を懸念している。防災減災による公共工事の拡大にも関⼼を持っている。（製造業、1000名以
上）

 賃上げに対応していかなくてはいけないことが課題です。大企業での５％以上の賃上げがマスコミで大きく
取り上げていますが、中小企業にとっては５％だけが先⾏していて、対応するのに苦慮しています。 優遇税
制や中小企業への支援を施策として打ち出してほしい。（IT・ソフトウェア、100〜299名）

 安全保障、エネルギー供給の安定化により、安⼼して事業に取り組める環境整備を望みます。（製造業、
100〜299名）

 外交問題・対米関係が日本や愛知県経済に大きく関係していると実感しており今後の外交政策を注目し
ております。（建設・不動産、1000名以上）

 各企業がグローバル政策に準拠した自社ビジネス拡大に向け、アセットマネジメントの必要性を認識し、投資
への意識変⾰を期待したい。（建設・不動産、1000名以上）

 賃上げ環境の整備については特に中小企業については構造上、価格転嫁が進みにくい環境であり、この現
状をいかに変革させていくか、について至難の業であるとともに、⼀方で実現させなければ日本全体が衰退し
てしまう危機感もある。（⾦融・保険、1000名以上）

 自律的な経済・政治基盤を築く為の大胆な変革が必要な時期にあり、高市政権には是非道筋を作っても
らいたいと願っています。（製造業、300〜999名）

Q.そのように考える理由について、具体的にご記⼊ください。（自由記述）



Ⅱ 重点投資方針について

Q.重点投資を推進する17の戦略分野について、どの程度ご存知ですか。（単⼀回答）

業種別のクロス集計

理解している 72.6%

 17戦略分野の理解度については、「よく理解している」（7.8％）、「ある程度理解している」
（64.8％）を合わせて７割を超えており、企業への浸透が⼀定程度進んでいることがうかがえる。

 全体的に業種間で理解度に大きな差はみられないが、サービス業では理解している割合が4割強
にとどまり、他業種と⽐べて理解度が低い傾向がみられる。他業種では、「よく理解している」と「ある
程度理解している」の合計が、７割を超えている。

6.7%

28.6%

4.3%

18.2%

12.5%

64.4%

57.1%

43.8%

75.0%

73.9%

63.6%

83.3%

68.8%

24.4%

14.3%

50.0%

21.7%

18.2%

18.8%

4.4%

6.3%

25.0%

16.7%

0% 25% 50% 75% 100%

製造業（n=45）

IT・ソフトウェア（n=7）

サービス業（n=16）

小売・流通（n=4）

建設・不動産（n=23）

⾦融・保険（n=11）

コンサルティング（n=6）

その他（n=16）

よく理解している ある程度理解している 聞いたことはあるが、詳細はよく知らない まったく知らない

よく理解している
7.8%

ある程度理解している
64.8%

聞いたことはあるが
詳細はよく知らない

23.4%

まったく知らない
3.9%

0% 25% 50% 75% 100%

n=128



82.0%
57.8%

45.3%
43.8%

39.8%
39.8%
38.3%
37.5%

29.7%
26.6%
25.8%
25.0%
24.2%
22.7%
22.7%

20.3%
14.8%

0% 30% 60% 90%

人工知能（AI）・半導体
資源・エネルギー安全保障・GX
デジタル・サイバーセキュリティ―

防衛産業
防災・国⼟強靭化

マテリアル（重要鉱物・部素材）
コンテンツ（アニメ、ゲームなどの産業）

航空・宇宙
情報通信

量⼦
フュージョンエネルギー（核融合）

造船
海洋

合成生物学・バイオ
創薬・先端医療

フードテック（先端技術による⾷品開発）
港湾ロジスティック（物流）

Ⅱ 重点投資方針について

Q.日本経済に特に好影響を与えると考える戦略分野を教えてください。（複数回答）

 日本経済に好影響を与えると考える戦略分野については、「人工知能（AI）・半導体」は82.0％と突出して
おり、幅広い産業における効率化や技術革新を促進する分野として評価されていると考えられる。

業種別のクロス集計

86.7%

66.7%

53.3%

44.4%

44.4%

44.4%

26.7%

46.7%

22.2%

20.0%

31.1%

24.4%

22.2%

13.3%

15.6%

13.3%

13.3%

79.5%

53.0%

41.0%

43.4%

37.4%

37.3%

44.6%

32.5%

33.8%

30.1%

22.9%

25.3%

25.3%

27.7%

26.5%

24.1%

15.7%

0% 30% 60% 90%

人工知能（AI）・半導体

資源・エネルギー安全保障・GX

デジタル・サイバーセキュリティ―

防衛産業

防災・国⼟強靭化

マテリアル（重要鉱物・部素材）

コンテンツ（アニメ、ゲームなどの産業）

航空・宇宙

情報通信

量⼦

フュージョンエネルギー（核融合）

造船

海洋

合成生物学・バイオ

創薬・先端医療

フードテック（先端技術による⾷品開発）

港湾ロジスティクス（物流）
製造業（n=45）

非製造業（n=83）

n=128



Ⅱ 重点投資方針について

Q.17の戦略分野への投資は、貴社のビジネスにどのような影響があると思いますか。（単⼀回答）

 17の戦略分野への投資による影響について、「非常に好影響」（23.4％）、「やや好影響」（55.5％）と好
影響と回答した企業は全体の7割を超えている。

業種別のクロス集計

 従業員数別のクロス集計では、従業員規模が大きい企業ほど、「非常に好影響」と回答した割合が高くなる傾
向がみられた。

非常に好影響
23.4%

やや好影響
55.5%

影響なし
19.5%

やや悪影響
0.8%

非常に悪影響
0.8%

0% 25% 50% 75% 100%

好影響 78.9%

26.7%

42.9%

18.8%

25.0%

8.7%

45.5%

16.7%

18.8%

51.1%

42.9%

50.0%

25.0%

73.9%

45.5%

66.7%

62.5%

22.2%

14.3%

25.0%

25.0%

17.4%

9.1%

16.7%

18.8%

6.3%

25.0%

0% 25% 50% 75% 100%

製造業（n=45）

IT・ソフトウェア（n=7）

サービス業（n=16）

小売・流通（n=4）

建設・不動産（n=23）

⾦融・保険（n=11）

コンサルティング（n=6）

その他（n=16）

非常に好影響 やや好影響 影響なし やや悪影響 非常に悪影響

従業員数別のクロス集計

23.1%

32.0%

35.6%

80.0%

55.6%

61.5%

61.5%

44.0%

51.1%

10.0%

44.4%

38.5%

15.4%

24.0%

11.1%

10.0%

2.2%

0% 25% 50% 75% 100%

10名未満（n=10）

10〜49名（n=9）

50〜99名（n=13）

100〜299名（n=26）

300〜999名（n=25）

1000名以上（n=45）

非常に好影響 やや好影響 影響なし やや悪影響 非常に悪影響

n=128



非常に大きな
影響がある
10.9%

大きな影響がある
18.8%

ある程度影響がある
46.9%

わずかに影響がある
14.1%

ほとんど影響はない
8.6%

無回答
0.8%

0% 25% 50% 75% 100%

Ⅲ ⾦融政策の影響

Q.今回の利上げは、貴社にどの程度影響があると考えますか。（単⼀回答）

 利上げの影響については、「非常に大きな影響がある」（10.9％）と「大きな影響がある」（18.8％）を合わ
せて29.7％と、大きな影響を懸念している企業は３割弱にとどまっている。

業種別のクロス集計

大きな影響 29.7%

 建設・不動産、⾦融・保険の業種で、大きな影響が想定されている。
 建設・不動産業ではコスト増によるマイナスの影響となる⼀方、⾦融・保険業では収益拡大のプラスの影
響が考えられる。

8.9%

21.7%

27.3%

16.7%

6.3%

20.0%

28.6%

12.5%

25.0%

8.7%

27.3%

16.7%

25.0%

48.9%

71.4%

56.3%

50.0%

30.4%

36.4%

50.0%

50.0%

13.3%

18.8%

30.4%

12.5%

8.9%

12.5%

25.0%

8.7%

16.7%

6.3%

9.1%

0% 25% 50% 75% 100%

製造業（n=45）

IT・ソフトウェア（n=7）

サービス業（n=16）

小売・流通（n=4）

建設・不動産（n=23）

⾦融・保険（n=11）

コンサルティング（n=6）

その他（n=16）

非常に大きな影響がある 大きな影響がある ある程度影響がある
わずかに影響がある ほとんど影響はない 無回答

n=128



Ⅲ ⾦融政策の影響

Q.具体的に、今回の利上げが貴社にどのような影響を及ぼすと考えますか。（複数回答）

 具体的な利上げの影響について、「新規融資⾦利の上昇による、資⾦調達コストの増大」（41.4％）が最も
高く、次いで「借⼊⾦の支払い利息増加による、収益の圧迫」（35.9％）、「取引先の投資や消費の抑制に
よる、売り上げの減少」（28.9％）が続いた。

業種別のクロス集計

48.9%

51.1%

26.7%

26.7%

15.6%

17.8%

17.8%

11.1%

6.7%

4.4%

4.4%

2.2%

37.4%

27.7%

30.1%

26.5%

16.9%

13.3%

9.6%

13.2%

12.1%

10.9%

10.8%

3.6%

0% 20% 40% 60%

新規融資⾦利の上昇による、資⾦調達コストの増大

借⼊⾦の支払い利息増加による、収益の圧迫

取引先の投資や消費の抑制による、売上の減少

価格転嫁（販売価格の引き上げ）の検討

採算性の低い事業や拠点の⾒直し・縮小

新規設備投資や研究開発投資の延期・縮小

為替変動による、輸出⼊採算の悪化

ほとんど影響はない

社内人件費の抑制（雇用・賃⾦の抑制）

投資家⼼理の冷え込みによる、株価の下落

⾦融機関との交渉や借換条件の⾒直しの増加

その他
製造業（n=45）

非製造業（n=83）

41.4%

35.9%

28.9%

26.6%

16.4%

14.8%

12.5%

12.5%

10.2%

8.6%

8.6%

3.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

新規融資⾦利の上昇による、資⾦調達コストの増大

借⼊⾦の支払い利息増加による、収益の圧迫

取引先の投資や消費の抑制による、売上の減少

価格転嫁（販売価格の引き上げ）の検討

採算性の低い事業や拠点の⾒直し・縮小

新規設備投資や研究開発投資の延期・縮小

為替変動による、輸出⼊採算の悪化

ほとんど影響はない

社内人件費の抑制（雇用・賃⾦の抑制）

投資家⼼理の冷え込みによる、株価の下落

⾦融機関との交渉や借換条件の⾒直しの増加

その他 n=128



56.3%

54.7%

46.9%

46.9%

43.0%

42.2%

38.3%

32.0%

29.7%

25.0%

1.6%

0% 20% 40% 60%

労働市場改革（働き方改革、人材確保）

外交政策（日米・日中関係）

規制改革（事業環境の改善）

経済安全保障（サプライチェーンの強靭化）

税制改革（減税、インセンティブの強化）

DX/GX投資環境整備（デジタル改革支援、グリーン投資補助⾦）

社会保障制度の改革（年⾦、医療制度の⾒直し）

中小企業支援政策（補助⾦拡大、融資強化、事業承継支援）

地方創生（地域経済の活性化）

環境政策（カーボンニュートラル、ESG投資の促進）

その他

Ⅳ 今後の期待

Q.今後、高市政権に対して期待する政策領域を教えてください。（複数回答）

 今後、高市政権に期待するものとして最も多かったのは、「労働市場改革」（56.3％）であり、次いで「外交
政策」（54.7％）が続いた。国内の雇用環境の改善とともに、国際的な地位に関⼼が寄せられている。

Q.高市政権に対しての自由意⾒（自由記述）

 経済面での攻めの政策は大いに評価できる。 ⼀方で、2040年代以降、人⼝減少による地方社会の劣化
が本格化してくるので、これを迎える前に、旧来の自⺠党的な短期の利益誘導ではない、スモールタウンのよう
な痛みを伴う社会の再構築を進めてほしい。 （建設・不動産、1000名以上）

 高い支持率を裏付ける政策実⾏⼒があるのかを⾒極めたい。 人気稼ぎの短期的な政策ではなく、中⻑期的
なビジョンを具体性をもって示してほしい。 （製造業、1000名以上）

 ⻑期的視点に⽴った次世代に負担をなるべくかけない施策の継続を期待したい。（⾦融・保険、1000名以
上）

 人口減少・少子高齢化対策がもっと前面に出てきて欲しかった。（サービス業、1000名以上）
 現状においては可能な範囲でやらなければならないことを極⼒に逃げずにやっている印象がある。 ⼀方で積極
財政に伴う財政⾚字、⾦利面での懸念は拭いきれておらずどのように舵を切っていくのか大きな難問である。現
状は高市人気にも支えられているが今後様々な困難にも⽴ち向かう必要があるが、攻めと守りを熟慮したうえ
で、ブレずに対応していくことで⺠意の賛同も得られるのではないかと思う。（⾦融・保険、1000名以上）

 ⼀律的な労働時間の制約を⽌めて 働く人の希望も考慮して幅を持たせた働き方への転換を図ってもらいた
いと願います。（製造業、300〜999名）
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